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産業構造で変わるコロナショックの影響 
 

＜要旨＞ 

これまでの日本の景気後退は、海外景気の減速に伴う輸出減少を背景に製造業を起

点に生じることが多かった。しかし、今般のコロナショックでは、世界的な感染拡大防止

措置に伴う人出(ヒトの移動量)の減少を背景に内需・外需が同時に減少し、その結果、

広範な製造業と非製造業の業況が同時かつ急速に悪化した。 

都道府県別に見ると、感染者数の多い地域ほど人出も大きく減少する傾向がある。こ

れまでは、感染者数の多い「東京」や「大阪」などの地域中核都市を中心に、コロナショッ

クの地域経済への影響が相対的に大きかったと推察される。しかし、その他にも人出の

減少による非製造業の活動水準低下の影響を受けやすい脆弱さを抱える地域が、複数

存在することに留意しておく必要がある。 

 

１．製造業と非製造業を同時に悪化させるコロナショック 

 

世界へと拡散した新型コロナウイルス感染症によって、日本経済に景気後退の波が押し寄せて

いる。2000 年以降、内閣府の設定した景気基準日付に基づく景気後退局面は、①IT バブル崩壊

(2000 年 12 月～2002 年 1 月)、②リーマンショック(2008 年３月～2009 年 3 月)、③欧州債務危機

(2012 年 4 月～2012 年 11 月)の３度ある。いずれも海外景気の減速に伴う輸出減少を背景に、製

造業(鉱工業)を起点として生じ、非製造業(第３次産業)へと波及した。そして、リーマンショックを含

めて製造業に比べると非製造業の悪化は限定的であった。 

しかし今般の世界的な感染拡大防止措置に起因する景気後退(通称、コロナショック)では、内

需・外需が同時に急減し、製造業だけでなく非製造業も同時かつ急速に業況が悪化した(図表１)。

世界各国の都市封鎖や日本の外出自粛要請に伴う人出(ヒトの移動量)の減少、海外からの訪日 
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(注)景気後退局面の直前月(景気の山)を基準値 100 に設定。 

コロナショックの開始時期は、暫定的に国内感染者が 100 人 

を超えた 2020 年２月に設定。 

(資料)経済産業省『鉱工業生産指数』『第３次産業活動指数』 

 

図表１ 鉱工業と第３次産業の動向 

－リーマンショックとコロナショックの比較－ 
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客の減少が、日本の経済活動水準を大幅に減少させた。在宅時間の増加に伴う日用品やデジタ

ル関連の消費増加だけでは補いきれず、経済活動におけるヒトの外出や交流のインパクトの大き

さが改めて認識された。本稿では、人出の減少に起因するコロナショックの産業別・地域別の影響

について考察する。 

 

２．地域別の感染拡大状況に応じて人出は変化 

 

国内では、感染者の増加に連動して、人出(ヒトの移動量)も減少した(図表２)。市中感染が拡大

し始めた３月から、「東京」や「北海道」、「大阪」など地域中核都市を中心に職場や商業・娯楽施

設の人出が減少し始めた。緊急事態宣言1が発令され全国的に危機感が高まった４月以降は、タ

ーミナル駅を含め全面的に人出が減少し、感染者数と人出の減少割合の連動性が明らかになっ

た。緊急事態宣言の全面解除後である６月は、５月に比べて人出は戻り始めたものの、感染者が

多い都道府県では人手の戻りが弱くなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．コロナショックの影響は広範囲な産業部門へ波及 

 

こういった人出の変化が起きる中で、産業別にみた場合にはどのような影響が及んでいるだろう

か。感染拡大前、製造業の業況は米中貿易摩擦に伴う貿易不振等の影響を受けて既に悪化傾

向を示していた一方で、非製造業は底堅く推移していた。欧米諸国および日本国内で感染が広

がり始めた２月以降、製造業の業況悪化が進むとともに、非製造業も急速に業況が悪化した。日

本国内で、財・サービス生産量の前年比プラスとなる産業が全産業に占める割合を集計すると、５

月には製造業で５％、非製造業で 14％まで低下しており、リーマンショック時と並ぶ水準にある(次

頁図表３)。コロナショックの影響は、製造業・非製造業を問わず、わずか数か月で既に８割超の幅

広い産業部門へ波及している。 

                                                
1 ４月７日から５月 25 日にかけて、外出自粛・一部店舗の営業自粛が要請された。 

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

0.0 0.1 1.0 10.0 100.0

３月

４月

５月

６月

(月間平均値、％)

(対数目盛、人)

＜ターミナル駅＞

ヒ
ト
の
移
動
量

人口10万人当たりの月間感染者数

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

0.0 0.1 1.0 10.0 100.0

３月

４月

５月

６月

ヒ
ト
の
移
動
量

(月間平均値、％)

(対数目盛、人)

人口10万人当たりの月間感染者数

＜職場＞

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

0.0 0.1 1.0 10.0 100.0

３月

４月

５月

６月

(月間平均値、％)

(対数目盛、人)

＜商業・娯楽施設＞

ヒ
ト
の
移
動
量

人口10万人当たりの月間感染者数

図表２ 都道府県別の感染者数と人出(ヒトの移動量) 

(注)人出(ヒトの移動量)は、基準値(1/3～2/6 の曜日別中央値)からの変化率。 

(資料)CEIC、Google『COVID-19 Community Mobility Reports』 
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特に影響の大きい産業を、鉱工業生産指数と第３次産業活動指数の内訳を用いて確認した。

その際、緊急事態宣言が発令された４～５月を経済活動の一旦の底と見なし、2020 年４～５月平

均の前四半期(１～３月期)からの変化率を算出して、産業間の影響の大きさを比較2した(図表４、

次頁図表５)。製造業では大半の産業で、非製造業でも半分以上で過去の平均的な変動を大きく

上回る(▲２標準偏差を超える)財・サービス生産量の減少を示している。 

製造業(図表４)では、輸出依存度(売上高全体に占める海外比率)の高い産業（「自動車」や「電

気機械」、「生産用機械」等)だけでなく、その他の輸出依存度の低い産業も含め生産量が大幅に

減少している。大幅な外需と内需双方の減少に伴う生産調整の他、各国の都市封鎖の影響を受

けたグローバルサプライチェーンの寸断により生産に必要な部品供給も滞ったことが要因として挙

げられる。一方、「情報通信機械」では、テレワークやオンライン授業の普及、巣籠もり消費などに

伴うデジタル関連機器の需要増加が下支えとなった。 

 

 

 

 

                                                
2 産業間の比較を行う際、市場規模や事業所数の違いによって、平常時の市況の変動幅が異なるため、 

2013 年以降の変化率の平均と標準偏差によって標準化を行った。 
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(注)2020 年第２四半期(４～５月平均まで)の前四半期からの伸び率を標準化した値。 

(資料)経済産業省『鉱工業生産指数』 

(注)前年比プラスの産業が全産業に占める割合を集計。2020 年５月まで。 

(資料)経済産業省『鉱工業生産指数』『第３次産業活動指数』 

 

図表３ 財・サービス生産量の増加産業割合 

図表４ コロナショックの製造業への影響 
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内需を中心とする非製造業(図表５)では、緊急事態宣言による外出自粛の高まりと一部店舗の

営業休止を背景に、ヒトの移動(外出・宿泊)を必要とする産業(「飲食店・飲食サービス」「娯楽」「鉄

道」「航空運輸」「宿泊(旅館・ホテル)」「旅行」など)を中心にサービス生産量が大幅に減少している。

一方で、製造業と同じくテレワークやオンライン授業、巣籠もり消費の需要増加を背景とした「情報

サービス(特に、ソフトウェア業)」や、生活に必要不可欠なサービス(「電気・ガス・熱供給・水道」

「不動産賃貸」「廃棄物処理」など)も底堅さを維持している。 

 

 

 

４．都道府県別に異なるコロナショックの影響 

 

次に、都道府県別の影響はどうか。これを見るため、財・サービス生産量の急減した産業を“コロ

ナ不況産業3”と定義し、それら産業が、各都道府県の経済活動において、どの程度のシェアを占

めているかを見ていく。 

最初に、製造業のシェアを確認すると（図表６）、これまで感染者の多かった首都圏以外の地域 

                                                
3 需要・供給ショックにより、財・サービス生産量が▲２標準偏差以上の異常な減少を示す産業と定義。図

表４、図表５で赤枠に囲った産業を採り上げている（但し、より詳細な内訳においてコロナショックがプラスの

影響を与えている産業は除外して集計している。） 
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図表５ コロナショックの非製造業への影響 

(注)2020 年第２四半期(４～５月平均まで)の前四半期からの伸び率を標準化した値。 

(資料)経済産業省『第３次産業活動指数』 

(注)事業所ベース。 

(資料)経済産業省『鉱工業生産指数』『経済センサス(2016)』 

図表６ 都道府県別 製造業のコロナ不況産業が全産業に占めるシェア 
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 (「岐阜」や「群馬」、「京都」など)でも、複数が全国平均を上回る。これらの地域は、コロナショック

に伴う国内外の財に対する需要減少の影響を強く受けるものと推察される。 

但し、製造業の中のコロナ不況産業が、産業全体に占めるシェアは全国平均で８％に留まって

おり、非製造業の同 49％と比べると極めて小さい。そのため、地域経済全体からすれば、製造業

よりも非製造業へのコロナショックの影響がより重要となる。 

そこで、非製造業で同様のグラフを作成すると、図表７のようになる。非製造業の中でコロナ不

況産業のシェアが高いのは、これまで感染者数の多かった地域中核都市(首都圏や「大阪」、「愛

知」など)のみならず、その他の地域(「沖縄」や「兵庫」、「青森」など)も含まれている。これらの都道

府県では、人出の減少による非製造業の活動水準低下に対して、その地域経済が脆弱であると

考えられる。現時点での感染者数が多くはなく地域経済への下押しが相対的に小さかったとして

も、今後これらの都道府県で感染が拡大した場合に、コロナショックの悪影響を受けやすい点に留

意しておく必要がある。 

 

 

 

 

（調査部 エコノミスト 岩橋 淳樹：Iwahashi_Junki@smtb.jp） 

40

42

44

46

48

50

52

54

56

沖
縄

千
葉

兵
庫

東
京

青
森

福
岡

神
奈
川

宮
崎

高
知

北
海
道

鹿
児
島

大
阪

宮
城

愛
知

鳥
取

熊
本

全
国
平
均

広
島

長
崎

大
分

秋
田

岩
手

徳
島

埼
玉

山
口

佐
賀

愛
媛

栃
木

京
都

静
岡

香
川

岡
山

長
野

和
歌
山

奈
良

福
島

三
重

山
梨

茨
城

山
形

石
川

群
馬

岐
阜

新
潟

富
山

島
根

滋
賀

福
井

（％）

※ 調査月報に掲載している内容は作成時点で入手可能なデータに基づき経済・金融情報を提供するものであり、投資勧誘を

   目的としたものではありません。また、執筆者個人の見解であり、当社の公式見解を示すものではありません。

図表７ 都道府県別 非製造業のコロナ不況産業が全産業に占めるシェア 

(注)事業所ベース。 

(資料)経済産業省『第３次産業活動指数』『経済センサス(2016)』 


